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１．概算要求方針

（１）全体方針
総務省消防庁としては、従来から原子力災害に対する対応体制を充実・強化
するため、原子力施設等における消防活動対策マニュアル等の作成・見直し
を行ってきてきたところ。来年度においても、地方公共団体における事前の
計画から原子力災害発生時の応急対策まで全般的な指導等を行うとともに、
関係府省や消防機関など関係機関との連携により初動対応も含めた消防活動
体制の更なる充実・強化を図る。

（２）重点事項
原子力災害に対する対応体制の充実・強化のため以下の施策を実施
○ 原子力災害対策の拡充に要する経費【継続】

【平成２３年度予算要求額７百万円←平成２２年度予算額７百万円】
○ 緊急消防援助隊用資機材の整備に要する経費【継続】

【平成２３年度予算要求額２百万円←平成２２年度予算額４百万円】
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２．見積もり基本方針への対応（１）原子力安全及び核セキュリティに関する
規制並びに保障措置活動の充実

①取組の方針
原子力防災対策の拡充

原子力施設等における災害時に迅速・的確
に対応するため、地方公共団体等が行う消防
防災対策についての調査・検討を行うととも
に、地方公共団体等への指導・助言を行い、
対応能力の更なる向上を図る。

＜参考＞最近の主な取組

「原子力施設等における消防活動対策マニュアル」（平成16年3月）作成
「原子力施設等における除染等活動要領」（平成17年3月)作成
「原子力施設等における消防活動対策マニュアル－地震対策編－」 （平成20年2月）作成
「原子力施設における消防訓練のあり方について」（平成21年2月）
「原子力施設における現場指揮本部の設置・運営マニュアル」（平成21年12月）作成

②主な施策 2３年度概算要求額（２２年度予算

額）

原子力災害対策の拡充に要する経費
７百万円（７百万円）

放射性物質による事故等が発生した場合に備え、
被害の拡大防止や隊員の安全管理のために消防
機関が活用する防護資機材について、事故の態
様に応じた防護資機材の検討を行うとともに、
今後開発が必要な防護資機材の検討を行う。
また、国、道府県の原子力防災訓練や情報連絡
会議等において、地方公共団体等に対して、必
要な助言、指導等を行い、原子力災害時の消防
活動能力等の向上を図る。

緊急消防援助隊用資機材の整備に要する経費
２百万円（４百万円）

放射性物質災害発生時における広域応援体制の整備
促進を図るため、緊急消防援助隊等の教育訓練
用資機材として配備している資機材の維持管理
を行う。

平成22年度 原子力総合防災訓練
（日本原子力発電㈱東海第二発電所）

緊急消防援助隊用資機材(一例)
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